
将来負担比率及び有形固定資産減価償却率の組合せによる分析
分析欄

(　参考　）
H24 H25 H26 H27 H28

将来負担比率及び実質公債費比率の組合せによる分析
分析欄

（　参考　）
H24 H25 H26 H27 H28

　将来負担比率については、町債残高や公債費繰出が多いものの、基準財政需要額に算入されるものが多いこと、また、都市計画税を課税していることや、基金残高が比較的多いことなどから、将来負担額に対する財源が多く、類似団体に比し
て低い数値となっている。
　有形固定資産減価償却率については、平成27年度においては類似団体と大きな差はない。
　今後、町内の開発に伴う校舎の増築工事や庁舎の建て替えなどにより有形固定資産減価償却率は減少が見込まれるが、町債残高の増加、基金の取り崩しなどにより将来負担比率の増加が見込まれる。
　なお、平成28年度決算に係る固定資産台帳については、平成30年1月1日時点で整備中のため、平成28年度の当該団体値等は表示されていない。

当該団体値
将来負担比率

有形固定資産減価償却率

類似団体内平均値
将来負担比率

49.2

13.0

有形固定資産減価償却率 53.4

　実質公債費比率については、積極的な公共施設の整備に努めてきたために町債残高や公共下水道事業特別会計への公債費繰出が類似団体と比較して多いものの、償還が進んでおりその差は縮まっている。
　将来負担比率については、上記のように町債残高や公債費繰出が多いものの、基準財政需要額に算入されるものが多いこと、また、都市計画税を課税していることや、基金残高が比較的多いことなどから、将来負担額
に対する財源が多く、類似団体に比して低い数値となっている。
　今後は町内の開発に伴う校舎の増築工事や庁舎の建て替えなどの町債にかかる公債費の増加が見込まれるが、利率の状況を勘案し、基金の取り崩しと起債の抑制のバランスを見極めつつ、公債費負担の軽減に努め
る。

当該団体値
将来負担比率

実質公債費比率

類似団体内平均値
将来負担比率 30.7 22.3 20.3

10.5 9.3 7.9 6.9 5.6

13.0 21.0

実質公債費比率 9.2 8.5 7.7 6.8 6.8

H27

10.4

11.4

12.4

13.4

14.4

15.4

42.7 47.7 52.7 57.7 62.7

将
来
負
担
比
率

有形固定資産減価償却率

H24

H25

H26

H27

H28

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

6.6 7.1 7.6 8.1 8.6 9.1

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率

-

- - - - -

（11）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 大阪府島本町平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

30,667

30,490

16.81

10,702,678

10,615,944

55,401

6,525,589

10,965,114

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.6

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅴ－２ H25  Ⅴ－２ H26  Ⅴ－２

H27  Ⅴ－２ H28  Ⅴ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 有形固定資産減価償却率は平成30年1月1日時点で固定資産台帳を整備済みの団体について、数値を記載している。

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ - ]

類似団体内順位
-/-

全国平均
57.8

大阪府平均
55.3

有形固定資産減価償却率の分析欄

平成27年度においては類似団体と大きな差はない。

今後、町内の開発に伴う校舎の増築工事や庁舎の建て替えなどに

より減少が見込まれる。

なお、平成28年度決算に係る固定資産台帳については、平成30年

1月1日時点で整備中のため、平成28年度の当該団体値等は表示さ

れていない。

(％)

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

27.4

65.4

53.4

H28H27H26H25H24

53.4

49.2

債務償還可能年数

債務償還可能年数 [ - ]

債務償還可能年数の分析欄

算出式精査中のため､出力対象外

将来負担比率と有形固定資産減価償却率の推移

将来負担比率と実質公債費比率の推移

(％)

(％)

(％)

(％)
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(12)-1市町村施設類型別ストック情報分析表① 大阪府島本町平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

30,667

30,490

16.81

10,702,678

10,615,944

55,401

6,525,589

10,965,114

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.6

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅴ－２ H25  Ⅴ－２ H26  Ⅴ－２

H27  Ⅴ－２ H28  Ⅴ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 平成30年1月1日時点で固定資産台帳を整備済みの団体について、数値を記載している。

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

【道路】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
58.2

大阪府平均
60.4

(%)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

33.1

93.5

60.9

H28H27H26H25H24

56.2

47.5

【道路】

一人当たり延長

類似団体内順位
-/-

全国平均
6.963

大阪府平均
1.610

(ｍ)

0.000

5.000

10.000

15.000

20.000

25.000

3.784

19.428

8.550

H28H27H26H25H24

9.496

2.298

【橋りょう・トンネル】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
54.4

大阪府平均
52.9

(%)

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

43.5

72.6

56.7

H28H27H26H25H24

52.7

31.3

【橋りょう・トンネル】

一人当たり有形固定資産（償却資産）額

類似団体内順位
-/-

全国平均
122,175

大阪府平均
125,961

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

10,604

411,743

139,566

H28H27H26H25H24

146,563

15,674

【公営住宅】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
59.3

大阪府平均
51.6

(%)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

39.6

100.0

67.8

H28H27H26H25H24

63.0

30.2

【公営住宅】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
6.015

大阪府平均
1.718

(㎡)

0.000

1.000

2.000

3.000

4.000

5.000

0.012

3.975

0.673

H28H27H26H25H24

0.539

0.360

【港湾・漁港】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
61.8

大阪府平均
77.1

該当数値なし

【港湾・漁港】

一人当たり有形固定資産（償却資産）額

類似団体内順位
-/-

全国平均
66,116

大阪府平均
127,140

該当数値なし

【認定こども園・幼稚園・保育所】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
57.2

大阪府平均
62.9

(%)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

29.7

91.5

49.9

H28H27H26H25H24

55.8

60.0

【認定こども園・幼稚園・保育所】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.079

大阪府平均
0.054

(㎡)

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

1.000

0.014

0.699

0.176

H28H27H26H25H24

0.140

0.160

【学校施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
62.7

大阪府平均
61.7

(%)

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

44.8

78.1

60.3

H28H27H26H25H24

60.9

52.3

【学校施設】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
1.264

大阪府平均
1.155

(㎡)

0.800

1.000

1.200

1.400

1.600

1.800

2.000

1.030

1.858

1.428

H28H27H26H25H24

1.454

1.266

【児童館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
55.0

大阪府平均
65.5

該当数値なし

【児童館】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.019

大阪府平均
0.016

該当数値なし

【公民館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
56.7

大阪府平均
58.0

該当数値なし

【公民館】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.088

大阪府平均
0.030

該当数値なし

施設情報の分析欄

本町は町域の約70％が山岳丘陵で占められており、残り平坦地に市街地が集まっていることから、一人当たりの延長や資産額などインフラ施設の量が類似団体と比較して小さくなっているものと思われる。

近年、橋梁長寿命化計画に基づき、桜井跨線橋等の長寿命化工事を行っており、橋りょうに係る有形固定資産減価償却率が低くなっている。

町営住宅については、緑地公園住宅が平成15年建設と比較的新しいことから有形固定資産減価償却率が低くなっている。

今後も、島本町公共施設等総合管理計画等に基づき、施設の適切な管理等を行っていく必要がある。

なお、平成28年度決算に係る固定資産台帳については、平成30年1月1日時点で整備中のため、平成28年度の当該団体値等は表示されていない。
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(12)-2市町村施設類型別ストック情報分析表② 大阪府島本町平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

30,667

30,490

16.81

10,702,678

10,615,944

55,401

6,525,589

10,965,114

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.6

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅴ－２ H25  Ⅴ－２ H26  Ⅴ－２

H27  Ⅴ－２ H28  Ⅴ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 平成30年1月1日時点で固定資産台帳を整備済みの団体について、数値を記載している。

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

【図書館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
42.9

大阪府平均
42.0

(%)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

19.3

77.3

40.3

40.9

H28H27H26H25H24

37.4

【図書館】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.030

大阪府平均
0.023

(㎡)

0.000

0.030

0.060

0.090

0.120

0.150

0.180

0.023

0.131

0.052

0.054

H28H27H26H25H24

0.031

【体育館・プール】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
52.8

大阪府平均
46.5

(%)

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

40.6

88.0

60.8

58.0

H28H27H26H25H24

64.0

【体育館・プール】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.112

大阪府平均
0.078

(㎡)

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.065

0.334

0.165

0.160

H28H27H26H25H24

0.042

【福祉施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
48.9

大阪府平均
47.3

(%)

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

41.0

95.3

50.352.6

H28H27H26H25H24

60.2

【福祉施設】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.065

大阪府平均
0.038

(㎡)

0.000

0.100

0.200

0.300

0.001

0.223

0.078

0.081

H28H27H26H25H24

0.073

【市民会館】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
50.5

大阪府平均
41.7

(%)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

20.8

99.5

62.451.6

H28H27H26H25H24

37.4

【市民会館】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.085

大阪府平均
0.059

(㎡)

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.089

0.328

0.145

0.145

H28H27H26H25H24

0.032

【一般廃棄物処理施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
60.8

大阪府平均
67.2

(%)

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

31.9

76.1

52.957.0

H28H27H26H25H24

59.2

【一般廃棄物処理施設】

一人当たり有形固定資産（償却資産）額

類似団体内順位
-/-

全国平均
67,022

大阪府平均
56,740

(円)
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【保健センター・保健所】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
42.9

大阪府平均
39.0

該当数値なし

【保健センター・保健所】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.025

大阪府平均
0.017

該当数値なし

【消防施設】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
53.7

大阪府平均
36.5

(%)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

14.7

90.0

34.9
47.3

H28H27H26H25H24

51.3

【消防施設】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.048

大阪府平均
0.043

(㎡)
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0.071

【庁舎】

有形固定資産減価償却率

類似団体内順位
-/-

全国平均
52.4

大阪府平均
51.8
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【庁舎】

一人当たり面積

類似団体内順位
-/-

全国平均
0.152

大阪府平均
0.132

(㎡)
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施設情報の分析欄

本町は一部事務組合に加入せず、清掃工場を単独で所有しているため一般廃棄物処理施設の一人当たり有形固定資産（償却資産）額が大きくなっている。

清掃工場は平成3年の供用開始から20年以上が経過し、耐用年数を伸ばしながら使用する必要があり、今後も有形固定資産減価償却率が上昇する見込みである。

図書館や市民会館については、複合施設（ふれあいセンター）内の一室として運営しており、類似団体と比べて一人あたり面積が小さくなっている。

庁舎については耐震基準を満たしておらず、平成32年度に建て替えを予定している。

今後も、島本町公共施設等総合管理計画等に基づき、施設の適切な管理等を行っていく必要がある。

なお、平成28年度決算に係る固定資産台帳については、平成30年1月1日時点で整備中のため、平成28年度の当該団体値等は表示されていない。
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